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「ビジネスと人権」に関する行動計画の改定について（周知） 

 

 令和２年１０月に策定された「ビジネスと人権」に関する行動計画の改訂版が

発表されておりますので、関連 URLをお知らせいたします。 

今回の改定により、「ビジネスと人権」の観点から日本が取り組むべき８つの優

先分野に関する今後の政府による取組方針等が明示されました。 

 各単位会におかれましては、所属会員への周知にご協力くださいますよう、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 

 

法務省 HP：https://www.gender.go.jp/public/week/ 

 

以上 

https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00105.html

